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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第54期

第３四半期連結
累計期間

第55期
第３四半期連結
累計期間

第54期

会計期間

自平成23年
３月１日
至平成23年
11月30日

自平成24年
３月１日
至平成24年
11月30日

自平成23年
３月１日
至平成24年
２月29日

売上高（千円） 11,548,19712,935,70315,864,467

経常利益（千円） 518,1661,036,471604,821

四半期（当期）純利益（千円） 368,231 774,948 445,435

四半期包括利益又は包括利益（千

円）
25,424 969,753 240,864

純資産額（千円） 11,519,20612,651,67011,793,208

総資産額（千円） 18,481,68219,397,26618,751,619

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
19.46 41.02 23.54

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 58.2 60.6 58.4

　

回次
第54期

第３四半期連結
会計期間

第55期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
９月１日
至平成23年
11月30日

自平成24年
９月１日
至平成24年
11月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
5.78 16.50

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

４．第54期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1)  業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、欧州での債務問題を背景とした海外経済の減速化等が影響し

た円高の長期化や株価の下落等の要因により、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。

また、わが国の経済は、東日本大震災の復興需要を背景とした回復の兆しがみられるものの、電力の安定供給へ

の懸念、欧州問題に起因する金融市場の混乱や円高の長期化、日中関係の悪化などにより、経済活動の本格的な回

復の妨げになっております。

当社グループの主要な取引先であります自動車産業界におきましては、東日本大震災及びタイ大洪水からの復

旧、あるいはエコカー補助金等の影響を受けて、生産の回復基調がみられたものの、日中関係の悪化による販売台

数の減少や円高による輸出への影響など、経営環境は予断を許さない状況となりました。

こうした環境のもと、当社グループといたしましては、中期経営戦略に掲げた「特殊工具のオンリーワン・カン

パニーとなる」「加工点まわりのトータル・エンジニアリング・カンパニーとなる」といったテーマのもと、取

引先との取引深耕に努め、受注確保を図ってまいりました。

その結果、売上高は129億３千５百万円（前年同四半期比12.0％増）、営業利益８億８千万円（前年同四半期比

83.5％増）、経常利益10億３千６百万円（前年同四半期比100.0％増）、四半期純利益７億７千４百万円（前年同

四半期比110.5％増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

東日本大震災からの復旧により、自動車産業界における国内生産は回復基調にあり、また新興国市場向けの設備

投資等が好調に推移いたしました。

その結果、工具、治具、自動車用試作部品等の需要が増加し、売上高は83億９千５百万円（前年同四半期比14.9％

増）、セグメント利益は５億６千７百万円（前年同四半期比107.8％増）となりました。

②アジア

中国、韓国、東南アジアの自動車産業界でのおう盛な設備投資意欲等にけん引され、工具の需要は堅調に推移し

ました。

その結果、売上高は26億３千１百万円（前年同四半期比5.9％増）、セグメント利益は２億２千万円（前年同四

半期比33.4％増）となりました。

③北米

自動車産業界における自動車生産の回復を受け、工具の需要が増加に転じてまいりました。

その結果、売上高は７億６千２百万円（前年同四半期比33.3％増）、セグメント利益は２千９百万円（前年同四

半期は３千５百万円のセグメント損失）となりました。

④オセアニア

豪ドル高にともなう国内製品の競争力低下、国内の小売業界不調等の影響を受け、当地域において販売しており

ます住宅用断熱資材、バブルバック製品の需要は減少いたしました。

その結果、売上高は９億３千７百万円（前年同四半期比5.7％増）、セグメント利益は５千１百万円（前年同四

半期比14.1％増）となりました。

⑤その他　

当地域におきましては、売上高は２億８百万円（前年同四半期比29.2％減）、セグメント利益は２百万円（前年

同四半期比10.5％減）となりました。
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(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、総資産は前連結会計年度末と比較して、６億４千５百

万円増加して193億９千７百万円となりました。

これは主に、現金及び預金が３億１千万円、投資有価証券が１億８千万円、それぞれ減少したものの、有価証券が

９億４千２百万円、商品及び製品が２億７千万円、それぞれ増加したことなどによるものであります。

また、負債は前連結会計年度末と比較して、２億１千２百万円減少して67億４千５百万円となりました。

これは主に、短期借入金が２億円減少したことなどによるものであります。

また、純資産は前連結会計年度末と比較して、８億５千８百万円増加して126億５千１百万円となりました。

これは主に、利益剰余金が６億８千万円、為替換算調整勘定が１億５千９百万円それぞれ増加したことなどによ

るものであります。

なお、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は60.6％となっております。

　

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は６千２百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5)　従業員数 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数について著しい増減はありません。

　

(6)　生産、受注及び販売の実績 

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績について著しい変動はありません。

　

(7)　主要な設備 

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び前連結会計年度末における計画の著しい変

更はありません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年１月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,533,891 21,533,891
名古屋証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 21,533,891 21,533,891 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年９月１日～

平成24年11月30日
－ 21,533,891 － 2,882,016 － 4,132,557

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成24年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成24年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    2,618,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式   18,714,000 　18,714 －

単元未満株式 普通株式      201,891 － －

発行済株式総数 　　　　   21,533,891 － －

総株主の議決権 －   18,714 －

　

②【自己株式等】

　 平成24年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

富士精工株式会社
豊田市吉原町平子26

番地
2,618,000 － 2,618,000 12.16

計 － 2,618,000 － 2,618,000 12.16

（注）　当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は2,739,219株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年９月１日から平成

24年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年３月１日から平成24年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

富士精工株式会社(E01503)

四半期報告書

 7/17



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,477,296 2,167,043

受取手形及び売掛金 4,668,160 4,690,976

有価証券 323,439 1,266,019

商品及び製品 1,175,068 1,445,079

仕掛品 375,240 472,718

原材料及び貯蔵品 267,670 320,411

繰延税金資産 111,917 115,542

その他 197,092 199,962

貸倒引当金 △15,312 △16,799

流動資産合計 9,580,573 10,660,954

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,366,106 2,381,577

機械装置及び運搬具（純額） 2,850,389 2,734,306

土地 1,329,476 1,336,912

建設仮勘定 82,590 60,210

その他（純額） 132,960 134,360

有形固定資産合計 6,761,524 6,647,366

無形固定資産 174,829 182,186

投資その他の資産

投資有価証券 1,853,112 1,672,830

長期貸付金 4,553 3,706

繰延税金資産 46,674 46,719

その他 365,326 218,478

貸倒引当金 △34,976 △34,976

投資その他の資産合計 2,234,691 1,906,757

固定資産合計 9,171,045 8,736,311

資産合計 18,751,619 19,397,266
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,073,172 1,086,302

短期借入金 600,000 400,000

1年内返済予定の長期借入金 1,589,529 1,553,142

未払法人税等 64,849 65,010

賞与引当金 90,631 287,360

関係会社整理損失引当金 24,756 24,756

繰延税金負債 1 19,421

その他 918,800 891,589

流動負債合計 4,361,740 4,327,583

固定負債

長期借入金 671,861 593,449

繰延税金負債 97,609 64,474

退職給付引当金 1,628,252 1,571,460

その他 198,947 188,628

固定負債合計 2,596,670 2,418,012

負債合計 6,958,411 6,745,596

純資産の部

株主資本

資本金 2,882,016 2,882,016

資本剰余金 4,165,413 4,165,413

利益剰余金 5,553,332 6,233,698

自己株式 △733,297 △753,750

株主資本合計 11,867,464 12,527,377

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 147,636 136,780

為替換算調整勘定 △1,073,449 △914,068

その他の包括利益累計額合計 △925,812 △777,287

新株予約権 4,862 12,933

少数株主持分 846,693 888,646

純資産合計 11,793,208 12,651,670

負債純資産合計 18,751,619 19,397,266
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年３月１日
　至　平成24年11月30日)

売上高 11,548,197 12,935,703

売上原価 9,057,371 9,896,750

売上総利益 2,490,826 3,038,952

販売費及び一般管理費 2,010,735 2,158,202

営業利益 480,091 880,750

営業外収益

受取利息 41,907 46,248

受取配当金 10,650 12,722

持分法による投資利益 56,236 140,853

デリバティブ評価益 27,585 －

その他 67,293 92,782

営業外収益合計 203,673 292,607

営業外費用

支払利息 52,735 43,791

売上割引 9,854 16,021

為替差損 100,466 50,980

その他 2,541 26,093

営業外費用合計 165,598 136,885

経常利益 518,166 1,036,471

特別利益

固定資産売却益 598 1,922

投資有価証券売却益 － 10,308

その他 395 －

特別利益合計 993 12,230

特別損失

固定資産除売却損 7,125 5,520

投資有価証券評価損 8,140 74,677

ゴルフ会員権評価損 2,125 －

その他 358 21,497

特別損失合計 17,749 101,695

税金等調整前四半期純利益 501,409 947,006

法人税、住民税及び事業税 90,897 115,594

法人税等調整額 1,054 △6,712

法人税等合計 91,952 108,882

少数株主損益調整前四半期純利益 409,457 838,124

少数株主利益 41,225 63,175

四半期純利益 368,231 774,948
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年３月１日
　至　平成24年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 409,457 838,124

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △127,852 △10,856

為替換算調整勘定 △210,284 125,296

持分法適用会社に対する持分相当額 △45,895 17,188

その他の包括利益合計 △384,032 131,629

四半期包括利益 25,424 969,753

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 12,080 923,473

少数株主に係る四半期包括利益 13,344 46,280
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。　

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　　　該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自平成24年３月１日　至平成24年11月30日） 

該当事項はありません。

　

【財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ

・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年３月１日
至  平成24年11月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　　　　該当事項はありません。　

 

（四半期連結損益計算書関係）

　　　　該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。　

前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年３月１日
至　平成24年11月30日）

減価償却費 592,630千円　

のれんの償却額 1,806　

減価償却費 614,714千円

のれんの償却額 2,689　
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年３月１日　至平成23年11月30日）

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　　該当事項はありません。　

　

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　　株主資本の金額について、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年３月１日　至平成24年11月30日）

１．配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月24日

定時株主総会
普通株式 37,837 2  平成24年２月29日 平成24年５月25日利益剰余金

平成24年10月12日

取締役会
普通株式 56,746 3  平成24年８月31日 平成24年11月13日利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　　該当事項はありません。　

　

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　　株主資本の金額について、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年３月１日　至平成23年11月30日）　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）　

 報告セグメント　
その他
(注)１　

合計　
調整額
(注)２　

四半期連結
損益計算書
計上額　　
(注)３　

　 日本 アジア 北米 オセアニア 計

売上高         　
外部顧客への売

上高
7,309,6012,484,649572,306886,95711,253,515294,682 11,548,197－ 11,548,197

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

1,046,455300,565 519 － 1,347,5403,838  1,351,379△1,351,379 －

計 8,356,0572,785,214572,825886,95712,601,055298,521 12,899,577△1,351,37911,548,197

セグメント利益　　

　又は損失（△）
272,940165,085△35,15145,542448,4182,415   450,83329,257480,091

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州の現地法人の事業活動

であります。

　　 ２ セグメント利益又は損失(△)の調整額29,257千円は、セグメント間取引消去であります。

　　 ３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年３月１日　至平成24年11月30日）　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）　

 報告セグメント　
その他
(注)１　

合計　
調整額
(注)２　

四半期連結
損益計算書
計上額　　
(注)３　

　 日本 アジア 北米 オセアニア 計

売上高         　
外部顧客への売

上高
8,395,3502,631,446762,824937,51712,727,139208,564 12,935,703－ 12,935,703

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

1,107,834390,517 198 － 1,498,5515,639  1,504,190△1,504,190 －

計 9,503,1853,021,964763,023937,51714,225,690214,204 14,439,894△1,504,19012,935,703

セグメント利益　　

　
567,086220,27629,18351,983868,5302,160   870,69010,059880,750

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州の現地法人の事業活動

であります。

　　 ２ セグメント利益の調整額10,059千円は、セグメント間取引消去であります。

　　 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（事業セグメントの利益又は損失の算定方法の変更）

提出会社の管理部門及び研究開発費等にかかる費用は前連結会計年度まで報告セグメントに帰属しな

い全社費用として調整額に含めておりましたが、第１四半期連結会計期間よりセグメントの業績評価を精

緻化するために費用の配分方法を細分化しております。

なお、この変更は前第３四半期連結累計期間についても遡及適用しております。　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。　
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（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

（有価証券関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年３月１日
至　平成24年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 19円46銭 41円02銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 368,231 774,948

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 368,231 774,948

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,919 18,892

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要　

平成23年５月19日定時株主総会

決議による平成23年７月９日発

行ストック・オプション（新株

予約権）普通株式502千株　

平成24年５月24日定時株主総会

決議による平成24年７月13日発

行ストック・オプション（新株

予約権）普通株式556千株

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため　記

載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　

２【その他】

平成24年10月12日開催の取締役会において、次のとおり当期中間配当を行うことを決議し、支払を行っておりま

す。

(イ）配当金の総額………………………………………56,746千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………３円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年11月13日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年１月15日

富士精工株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木造　眞博　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岸田　好彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士精工株式会社

の平成24年３月１日から平成25年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年９月１日から平成

24年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年３月１日から平成24年11月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士精工株式会社及び連結子会社の平成24年11月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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